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平成 30年 5 月 11日 

各  位 
会 社 名       トナミホールディングス株式会社 

代 表 者 名       代表取締役社長           綿貫  勝介 

（コード番号９０７０ 東証第 1部） 

お問合せ先  取締役 経営企画室長 三枝 保弘 

（ＴＥＬ 0766 - 32 - 1850） 
 

『新・中期経営計画』の策定に関するお知らせ 
 

当社は、このたび 2020 年度を最終年度とする３ヵ年の中期経営計画を策定しました

ので、下記の通りお知らせいたします。 

記 

１．『前・中期経営計画』を振り返って 
⑴当社は、2015 年 4月からスタートした第 20次中期経営計画において、グループ

全体の「質・総合力」を高め「物流パートナーとしての継続的成長」を目指すと

の経営方針のもと、基本戦略である※1 ６項目の各施策の推進による企業価値の

向上に取組んでまいりました。 
 

※1①「特積み部門の収益力強化」、②「重点事業基盤の強化」、 

③「新たな事業戦略による成長」、④「人材採用・育成強化」、 

⑤「最上級の物流品質」、⑥「コンプライアンス体制の強化による高品質経営」 
   

⑵その結果、営業収益は目途とする規模には至らなかったものの、利益面において

は、「働き方改革」の進展による費用や燃料価格高騰等によるコスト負担増の一

方で、「運賃・料金の適正収受」や「生産性の向上」等による負担軽減もあり、

経常利益は、概ね達成の領域にあるものと考えます。     (金額単位:百万円) 

項    目 
平成 27年 3月期 平成 30年 3月期(最終年度)  

実    績 計 画 実績 増減比(%) 金額増減 

営業収益 122,547 140,000 130,886 △6.5% △9,114 

営業利益 4,752 6,000 5,631 △6.1% △369 

 営業利益率(%)  3.9 4.3% 4.3% 0.0%  

経常利益 5,149 6,200 6,110 △1.5% △90 

 経常利益率(%) 4.2 4.4% 4.7% + 0.3%  

当期純利益(税引後)  3,238 4,400 3,159 △28.2% △1,241 

 当期純利益率(%) 2.6 3.1% 2.4% △0.7%  
 

２．新・中期経営計画の概要について 
⑴コーポレート・スローガン 

『持続的な成長企業への進化 ！！ Ｔry ＆ Ｇrowth ”2020” 』 

⑵期間 

「2018年 4月 1日～2021 年 3月 31 日」までの 3ヵ年。 

⑶重点戦略 

⓵「働き方改革」を経営の中心に据え、6 つの基本方針を柱とする営業収益拡大

をはかる。 

⓶主力の「特積部門の輸送機能の向上・業務の効率性・信頼性強化」、重点事業

とする「3PL 部門の強化とシェア拡大」、「資本・業務提携やＭ＆Ａの積極的な

展開」による「事業競争力の強化」、物流サービスの「適正対価の収受促進」

など、持続的成長に資する企業をめざす。 
 

⑷基本方針 

⓵市場・顧客ニーズの変化に対応する事業基盤の強化。 

⓶働き方改革の推進。 
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⓷制度・基準・手法の統一による管理部門の効率化。 

⓸高品質経営の推進。 

⓹グループ企業の役割機能の強化と経営インフラの整備。 

⓺Ｍ＆A推進・業務資本提携等の積極的な展開。 
 

３．数値目標について 
⑴連結業績目標                                               (金額単位:百万円) 

項      目 
2017 年度 

(実績) 

2020年度 

(最終年度) 

営業収益    130,886 150,000 

営業利益       5,631 7,500 

 営業利益率(%) 4.3 5.0 

経常利益       6,110 7,800 

 経常利益率 4.7 5.2 

当期純利益(税引後)      3,159 5,500 

 当期純利益率(%) 2.4 3.7 

ROA（総資産経常利益率%） 4.8 5.6 

ROE（自己資本当期純利益率%） 5.0 7.0 

ROIC(投下資本営業利益率%)※2 2.8 5.0 

(注) ※2 ROIC=[営業利益×（1-税率）]÷(株主資本＋有利子負債) 

⑵事業展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②営業利益 
 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

150,000

130,000

2017 2018 2019 2020

・環境変化
・既存取引等 他

▲3,000

・3PL事業の拡大
・物流周辺事業の強化
・特積み事業の適正対価の収受への取組み 他

＋13,000

新規・既存業容拡大 ・M&A 他

＋10,000

（実績） （最終年度）

営業収益

金額単位：百万円

7,500

6,000

2017 2018 2019 2020

・3PL事業の拡大
・物流周辺事業の強化
・特積み事業の適正対価の収受への取組み 他

＋2,500

新規・既存業容拡大 ・M&A 他

＋500

（実績） （最終年度）

営業利益

金額単位：百万円

・働き方改革
・燃料費負担増 他

▲1,500

環境変化・既存取引 等


